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令和５年１１月１０日



議案番号９４

北部大阪都市計画生産緑地地区

の変更（摂津市決定）



生産緑地地区の概要

➢指定当初（平成４年）１２５地区 ２０．６０ha

➡現在 １０６地区 １６．24ha

➢平成３０年度に指定面積要件緩和の条例を制定

法定５００㎡以上➡３００㎡以上に緩和

生産緑地法 第３条
市街化区域内にある農地等で、次に掲げる条件に該当する一団のもの
の区域については、都市計画に生産緑地地区を定めることができる。
一 公害又は災害の防止、農林漁業と調和した都市環境の保全等良好
な生活環境の確保に相当の効用があり、かつ、公共施設等の敷地の用
に供する土地として適しているものであること。
二 五百平方メートル以上の規模の区域であること。
三 用排水その他の状況を勘案して農林漁業の継続が可能な条件を備
えていると認められるものであること。



生産緑地地区を、次のように変更する。

北部大阪都市計画生産緑地地区の変更（摂津市決定） 計画案

生産緑地法第８条第４項の規定に基づく公共施設等の設置、第１４条の規定に基づく行為の

制限の解除に伴い、本案の通り変更しようとするものです。

理 由

議案書P1

議案書P2



正雀１

千里丘東２

三島２

三島１

【変更理由及び解除年月日】
公共用地取得による地区の区域変更
●千里丘東２
解除年月日 令和4年11月1日

●三島２
解除年月日 令和4年10月13日

生産緑地法10条に基づく
買取りの申出（従事者死亡）後の
行為制限解除による区域変更
●三島１
解除年月日 令和4年8月18日

生産緑地法10条に基づく
買取りの申出（30年経過）後の
行為制限解除による廃止
●正雀１
解除年月日 令和5年4月20日

議案書P3



【変更理由及び解除年月日】
生産緑地法10条に基づく
買取りの申出（従事者死亡）後の
行為制限解除による廃止
●一津屋１１
解除年月日 令和5年2月4日

生産緑地法10条に基づく
買取りの申出（30年経過）後の
行為制限解除による区域変更
●一津屋８
解除年月日 令和5年4月20日

●一津屋９
解除年月日 令和4年12月16日

一津屋11

一津屋９

一津屋８

議案書P4



【変更理由及び解除年月日】
生産緑地法10条に基づく
買取りの申出（30年経過）後の
行為制限解除による区域変更
●新在家２
解除年月日 令和4年11月18日

議案書P5

新在家２



鳥飼下11

【変更理由及び解除年月日】
生産緑地法10条に基づく
買取りの申出（30年経過）後の
行為制限解除による区域変更
●鳥飼下11
解除年月日 令和5年3月27日

議案書P６



鳥飼下２ 鳥飼下３

鳥飼中９

鳥飼下１

【変更理由及び解除年月日】
生産緑地法10条に基づく
買取りの申出（30年経過）後の
行為制限解除による区域変更
●鳥飼下１
解除年月日 令和4年11月19日

●鳥飼下２、鳥飼下３、鳥飼中９
解除年月日 令和5年3月1日

議案書P7



【変更理由及び解除年月日】
生産緑地法10条に基づく
買取りの申出（30年経過）後の
行為制限解除による区域変更
●鳥飼上１
解除年月日 令和5年3月28日

鳥飼上１

議案書P8



新旧対照表 議案書P9



北部大阪都市計画生産緑地地区

の変更（指定の解除）の取り扱い
について

議案番号９５



提案内容

都市計画を決定（変更）する場合、都市計画法第１９条第１項及び第２
１条第２項の規定に基づき、都市計画審議会の議を経る必要があります
が、今後、北部大阪都市計画生産緑地地区の変更（指定の解除）につ
きましては、書面による開催とすることを提案するものです。



提案理由
１、都市計画決定された生産緑地地区につきましては生産緑地法第１
０条の規定による買取りの申し出があり、同法第１４条の規定により買
取りの申出があった日から起算して３月以内に当該生産緑地の所有
権の移転が行われなかったときは、当該生産緑地地区内における行
為の制限が解除されます。

２、行為の制限が解除されると、農地転用や建築物等の新築が可能と
なるなど、生産緑地法第７条から第９条までの規定は適用されなくなり
ます。ただし、都市計画法上の生産緑地地区の指定自体は残ったまま
となります。行為の制限が解除された後の土地利用については、都市
計画法上の指定が残ったままでも影響はありません。

３、都市計画法上の廃止の手続きにつきましては、前述のとおり都市
計画審議会の議を経る必要がありますが、行為の制限が解除されるご
とに、都市計画審議会を開催することは困難であると考えております。
これらのことから都市計画法上の廃止に係る都市計画審議会の開催
につきましては年１回にまとめて行っております。



提案理由
４、都市計画審議会開催時点では、それらの生産緑地地区の多くが農
地ではなくなっており、事務的に都市計画法上の指定を廃止するという
手続きとなっておりますことから、書面開催とすることを提案するもので
す。

５、摂津市都市計画審議会条例第８条 「この条例に定めるもののほ
か、審議会に関し必要な事項は、市長が定める。」とありますが、都市
計画審議会の開催に関するものであるため、議案とさせていただいた
ものです。



都市計画審議会（書面開催）

①市から議案を都市計画審議会へ付議

②付議の内容から書面開催となる旨を会長へ
説明

③開催通知送付(書面開催の旨連絡)

④議案説明・意見照会（事務局による個別説明
の後、意見をいただく）

⑤意見をもとに答申作成、会長に確認

⑥答申

都市計画審議会(会議形式)の進め方

①市から議案を都市計画審議会へ付議

②日程調整・開催日時決定

③開催通知送付

④事前説明(事務局による議案説明)

⑤都市計画審議会開催

⑥答申



「摂津市都市計画に関する基本的
な方針(摂津市都市計画マスター

プラン)」の改定

議案番号９６
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（修正前） P34 （修正後）P34

7/26時点の案からの修正点



7月26日時点の案からの修正点

19

（修正前） （修正後）
P55以降
・西部地域
・東部地域

P59・62・65・68
都市防災の方針
・民間事業所との協定等による避難場
所の確保を図ります。

P64 地域の概況
人口の推移としては、減少傾向にある
なか高齢者人口は増加傾向にあり、

P55以降
・南西部地域
・南東部地域

P59・62・65・68
都市防災の方針
・民間事業所との協定等による緊急避
難場所の確保を図ります。

P64 地域の概況
人口の推移としては、減少傾向にあるな
か、高齢者人口は増加傾向にあり、



7/26時点の案からの修正点

20

（修正前） （修正後）
P72 各種都市計画制度の活用
本計画に定めた方針に基づき、個々の
事業や施策を検討する中で、必要に応
じて都市計画の決定・変更を行うなど、
適切な各種都市計画制度の活用を図り
ます。

P72 各種都市計画制度の活用
本計画に定めた方針に基づき、個々の
事業や施策を検討する中で、必要に応
じて都市計画の決定・変更を行うなど、
適切な各種都市計画制度の活用を図り
ます。
また、公共交通等の本市のみの施策や
個別対策で解決することが困難である
課題については法定組織等を活用し、
検討を進めます。
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出典一覧の作成



パブリッコメント結果と都市計画マスタープランの改定スケジュールについて

24

パブリックコメント 期間 令和５年９月１日（金） ～ ３０日（土）

・意見書 ０通

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

最終
調整

パブリッ
クコメント

改
定
版
公
表

第４章
全体構想
(分野別の
方針)
作成

第５章・第6章
立地適正化計画・
地域別構想
作成

第７章
「計画の
実現に
向けて」
・素案
とりまとめ

第１章～第３章
現行都市マス総括
現状整理
都市構造の評価
基本理念・まちづくりの目標
将来都市構造の設定

※本日

庁内・
関係機関
調整


